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日本の電力システム改革

• 　戦後、地域独占の垂直統合型発送電一貫体制（発電と送電を一つの電力会社が所有・運営する）を貫い
てきた日本の電力システムは、1990年代半ばから段階的に自由化されてきた。	

• 　しかし、市場の独占体制は変わらず、97％以上が大手電力会社に独占されてきた（2011年時）。

出典：電力自由化の範囲の拡大（第１０回制度設計専門会合資料（2016年９月２日））

• 段階的に進められてきたシステム改革 



日本の電力システム改革

料金規制と地域独占によって示現しようとしてきた「安定的な電力供給」を
国民に開かれた電力システムの下で、事業者や需要家の「選択」や「競争」
を通じた創意工夫によって実現する。（電力システム改革専門委員会報告書、2013年2月）

• 東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故の衝撃 

1．集中型発電に依存し、地域独占化にあった日本の電力システム全体の見直し 
　集中型発電から、災害に強い分散型発電に支えられた柔軟なネットワークを実現 
　地域独占体制が、地域間での電力流通を制限（お互いの管内の聖域化）していた現状から、
広域的な運用で電力供給を実施する 
2．電力料金システム、総括原価方式の見直し 
　総括原価のもと、さまざまな費用が電気料金に乗せられていたことを見直す 
　最終的な消費者にとって、最も効率的な市場運営を目指す 
　短期的な電力不足や燃料費高騰（円高、長期契約等）による電気料金の上昇を押さえる 
3．需要家の選択肢や事業者の事業機会を拡大する 
　戦後より独占体制におかれていた需要家、特に一般家庭にまで選択肢を拡大、競争による
効率化を目指す



電力システム改革：進行状況
• 電力システム改革の目的 
1．安定供給を確保する 
震災以降、多様な電源の活用が不可避な中で、送配電部門の中立化を図りつつ、需要側の
工夫を取り込むことで、需給調整能力を高めるとともに、広域的な電力融通を促進。 

2．電気料金を最大限抑制する 
競争の促進や、全国大で安い電源から順に使う（メリットオーダー）の徹底、需要家の 
工夫による需要抑制等を通じた発電投資の適正化により、電気料金を最大限抑制。 

3．需要家の選択肢や事業者の事業機会を拡大する 
需要家の電力選択のニーズに多様な選択肢で応える。また、他業種・他地域からの参入、
新技術を用いた発電や需要抑制策等の活用を通じてイノベーションを誘発。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電力システム改革貫徹のための政策小委員会2016年9月）

これまでのエネルギー政策をゼロベースで見直し、安定供給の確保、電気料金の
最大限の抑制、そして、家庭を始めとする需要家の選択肢や企業の事業機会の拡
大を目指します。　（経産省「電力システム改革が創り出す新しい生活とビジネスのかたち」2014年）



日本の電力システム改革
• 大手電力会社の規制・自由化部門の損益構造　過去5年間（2007-2012年平均）

氏

出典：総合資源エネルギー調査会総合部会　電気料金審査専門委員会　2012年5月23日



分散型システム
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電力システム改革：集中から分散型へ
集中型システム
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電力システム改革：垂直・地方独占

高橋洋（都留文科大学）氏の分類



電力システム改革：進行状況

所有権分離： 
発電と送電の所有・経営・運用を、異なる事業者に分離する。送電事業者は
発電事業者や他の主体とは、完全に独立、中立となる。 

機能分離： 
垂直統合型電力会社に送電網の所有権は残し、独立した系統運営機関が送電
網を運用。 

法的分離： 
発電と送電の経営・運用を別会社化する。子会社でもOK。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

会計分離： 
垂直統合型電力会社内で、発電・送電それぞれに別の改正制度を適応、情報
の遮断を行う。

送
電
部
門
の
独
立
性
が
高
い

発送電分離の形態



電力システム改革：進行状況
• 第1段階：広域的運営推進機関設立（2015.4）、電力・ガス取引監視委員会設立（2015.9）	
• 第2段階：小売市場全面自由化：一般家庭や小さな商店等も電力会社を選べるように（2016.4）	
• 第3段階：大手電力の発電と送配電部門を分離：送電網の中立的運営と公正な競争を目指す（2020.4まで）	
• 　　　　　※東京電力については2016年4月に発送電分離を実施。東電エナジーパートナーに

2013年11月13日法律成立

2014年6月11日法律成立

送電網の中立性を監視する重要な機関

2015年6月18日法律成立1422



電力システム改革：電力小売り自由化状況

出典：2016年11月11日　電力広域的運営推進機関

• 電力会社スィッチング状況ー３％

2016年4月1日から10月31日ま
での7ヶ月間で、契約総数の3.3％
にあたる209万100件の契約が、
大手電力から新電力などに移行。
 電力切り替え、自由化７カ月で200万件突破 
　　　　日本経済新聞　2016/11/11 13:59 
　経済産業省の認可法人の電力広域的運営推進機関は11
日、家庭向けの電力小売りが自由化された４月から10月
末までの７カ月で電力大手から209万100件の契約が新
電力などに移ったと発表した。まだ契約総数の3.3％だ。
新電力の料金体系が大手と似ているなどメリットを感じ
にくいことが背景とみられる。 

　経産省によると新電力の料金単価は大手の規制料金よ
り約７％安い。ただＰｗＣコンサルティングの調査では
値引き率が20％未満では過半の人は乗り換えを検討しな
い。多くの新電力が大手と似た基本料金と従量料金の組
み合わせを採用しており代わり映えもしない。 

　地域別の切り替え件数をみると、首都圏は118万9800
件で契約総数の5.2％、関西は42万3400件で4.2％が切
り替えた。一方、北陸は7400件にとどまり、切り替え率
も0.6％と低調だ。中国も9900件で0.3％しか切り替えて
いない。 



電力システム改革：電力小売り自由化状況
• 1．電力会社スィッチング状況：電取委アンケートより

出典：2016年10月7日　電力・ガス取引監視等委員会資料



電力システム改革：電力小売り自由化状況

出典：2016年10月7日　電力・ガス取引監視等委員会資料

• 2．電力会社スィッチング状況：電取委アンケートより



電力システム改革：電力小売り自由化状況

出典：2016年10月7日　電力・ガス取引監視等委員会資料

• 3．電力会社スィッチング状況：電取委アンケートより



電力システム改革：電力小売り自由化状況

出典：2016年10月7日　電力・ガス取引監視等委員会資料

• 4．電力会社スィッチング状況：電取委アンケートより



電力システム改革：電力小売り自由化状況
• 電取委のアンケートからわかること

内容を理解している人の方が変更率が高い 
「なんとなく知っている」人を含め、内容を知っている人は約７割。そのうち、実際に変
更した人は約９％。 

非変更者でも3割が変更を検討 
変更していない9割以上の消費者でも、うち3割が一旦は変更を検討。メニューに変化がみ
られずメリットが感じられない、めんどくさいなどの理由で変更を取りやめ。 

実際に乗り換えた消費者は簡単だったという感想 

最初の印象：メニューの差異化、あるいは料金形態等の差異化が必要 
情報の提供：わかりやすい「乗換サイト」などが必要



電力システム改革：小売り自由化
• 日本の電力表示



電力表示の重要性・海外の事例 

　電力システム改革が先行する海外では、市場の透明性の確保、消費者保護、環境政策
の一環として、電源ラベル制度を義務化している。	

• 米国では州毎に電力政策が異なるが、例えば、以下の例がみられる。	
発電源構成証明（fuel	mix	disclosure）;	カリフォルニア、コロラド、デラウェア、フロリダ、ハワ
イ、ペンシルバニア、ワシントン	
発電源構成と排出情報証明（fuel	mix	and	emission	disclosure）；コネチカット、ワシントンDC,	イリ
ノイ、アイオワ、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、ミシガン、ミネソタ、ネバダ、オハイ
オ、オレゴン、ロードアイランド、テキサス、ヴァージニア	
環境情報証明（environmental	information	disclosure,	environmental	disclosure	program,	fuel	mix	and	

environmental	characteristics	disclosure)；ニュージャージー、ニューヨーク、ニューハンプシャー	

• 欧州では、加盟国に対して、Gurantee	of	Origin（発電源証明）についてのEU指令が出
されている。

電力システム改革：小売り自由化



　http://www.energychoice.ohio.gov/ApplesToApplesCategory.aspx?Category=Electric

電力比較サイト：オハイオ州

http://www.energychoice.ohio.gov/ApplesToApplesCategory.aspx?Category=Electric


海外の表示：米国　ニュー・ジャージーの例
電力表示	

法律です	
Rockland電力

　ニュージャージー州は、すべての電力供給者に統一され
た環境情報を提供することを求めています。それによって；
発電に使われた資源（石炭、天然ガス、水力、原子力、太
陽、地熱、その他の再生可能エネルギー）；発電の際の排
出量と州全体のベンチマークとの比較；省エネルギープロ
グラムによって削減された排出量、などを知ることができ
ます。	
　Rockland	電力は、最新の電力供給データにもとづいて、
環境情報を、年に二回アップデートして提供します。
Rockland電力以外の供給者から電力を購入しているお客様
の場合も、その供給者は環境情報を提供しなくてはなりま
せん。

エネルギー源	

Rockland	電力は、
これらのエネルギー
源から電力を提供
しています。	

石炭　37.8％	

原子力　33.7％	

天然ガス　21.9％	

水力　3.8％	

風力　1.4％	

固形廃棄物　0.5％	

石油　0.2％	

バイオマス　0.4％	

太陽　0.1％	
ーーーーーーーーーーー	

合計　100％



海外の表示：米国　ニュー・ジャージーの例



【Green-e】：1998年にカリフォルニアのCenter	for	Resource	Solutionsが始めたグリーン
電力料金のための認証制度。グリーン電力証書、グリーン電気料金、グリーン電力購
入などを認証し、全米に拡がっている。代表的な規定として、RPS電源については、ダ
ブルカウントを避けるために認証しない、運転開始以降15年以内の自然エネルギーに
限る、販売者は年2回検証を受けるなどがある。http://www.green-e.org/	

【電力取引に関する環境ガイドライン】：2000年に、米国各州司法長官連盟が定めた
電力商品取引についての環境ガイドライン。http://www.naag.org/	

【水力ガイドライン】：2000年に低影響水力発電研究所が水力発電についての認証評
価制度を策定。環境基準にもとづいて、水力発電の環境に与える影響を評価する仕組
み。Green-eやその他の認証組織にも取り入れらている。　http://lowimpacthydro.org/	

【RECトラッキング制度】：州による自然エネルギー基準に合致しているかどうか証明
するための、証書REC取引についてのトラッキングシステムが2000年代初めに組織され
た。証書が二次利用されないように、証書の発生、運営、消滅までの過程を追う。全
米をカバー。　http://apps3.eere.energy.gov/greenpower/markets/certificates.shtml?page=3	

【グリーン・ガイド】：連邦取引委員会が定めるグリーン販売のためのガイド。2012
年に14年ぶりに更新され、販売事業者の自然エネルギーについての販売ガイドを定め
た。https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2012/10/ftc-issues-revised-green-guides	

自然エネルギーの選択：米国グリーン電力認証・消費者保護

http://www.green-e.org/
http://www.naag.org/
http://lowimpacthydro.org/
http://apps3.eere.energy.gov/greenpower/markets/certificates.shtml?page=3
https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2012/10/ftc-issues-revised-green-guides


http://www.thegoodshoppingguide.com/

自然エネルギーの選択：英国の例

http://www.thegoodshoppingguide.com/
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英国では、2005年より、
Ofgemが、小売り事業者
に対して、消費者に、電
力料金票と共に、発電に
要した燃料ミックスを明
らかにした情報を送付す
る事を求める規制を出し
ている。	

The	Electricity	(Fuel	Mix	
Disclosure)	Regulations	
2005	(SI	No.	391),	the	
Regulations	implement	
Article	3(6)	of	Directive	
2003/54/EC

海外の表示：英国の例



http://www.verivox.de/oekostrom/

グリーン電力：お金を節約して、環境を守ろう	 	 　　　　　

グリーン電力料金比較	　　　　　

自然エネルギーの選択：ドイツの例

http://www.verivox.de/oekostrom/


100％再生可能エネルギー。こちらの電力を皆様にお届けします

（左図）	 	 	 	 	 　　　（右図）	

ナトゥアシュトローム社の電力構成2013年	 	 　ドイツの電力構成2013年	

100％　再生可能エネルギー	 	 	 　　　　58％	 化石燃料もしくはその他のエネルギー源	

内訳：	 	 	 	 	 	 　　　　17％	 原子力	

20.2％　EEGによって優遇されている再エネ	 	 　25％	再生可能エネルギー	

24.5％	 風力	

55.3％	 水力	

環境負荷	 	 	 	 	 　　　　　環境負荷	

CO2排出量　0g/kWh	 	 	 	 　　　　　CO2排出量　511g/kWh	

放射性廃棄物量　0g/kWh	 	 	 　　　　　放射性廃棄物量　0.0004g/kWh
https://www.naturstrom.de/privatkunden/strom/naturstrom/　

海外の表示：ドイツの例

https://www.naturstrom.de/privatkunden/strom/naturstrom/


電力システム改革：電力比較サイト
http://www.gpn.jp/database/index.html

http://www.gpn.jp/database/index.html


　http://kakaku.com/energy/service/?en_service=5

http://kakaku.com/energy/service/?en_service=5


https://enechange.jp/try/result

電力システム改革：電力比較サイト



Source: presentation from WB at REI’s REvision2016 Conference in March 2016 + media reports

U.S.  

Solar: 5-8 ¢/kWh 
Wind: 4.7 ¢/kWh

Chile: 
Solar: 8 ¢/kWh 

Uruguay:  

Solar: 9 ¢/kWh  

South Africa: 

Wind: 5 ¢/kWh 
Solar: 7 ¢/kWh

Canada: 

Wind: 6.6 ¢/kWh

UAE: 
Solar: 5.6 
¢/kWh 

Parts of India: 

Solar: 6-8 ¢/kWh 
Wind: 6-10 ¢/kWh, 

Jordan: 

Solar: 6-8 ¢/kWh

Turkey: 

Wind: 7.3 ¢/kWh 

China: 

Wind: 8-9 ¢/kWh

Germany: 

Wind: 6.7-10 ¢/kWh  

Solar: 9.6 ¢/kWh 

Brazil: 

Wind: 4.5 ¢/kWh 
Solar: 8 ¢/kWh  

Australia: 

Wind: 4-7 ¢/
kWh

Peru: 

Wind: 3.8 ¢/kWh 

Solar: 4.8 ¢/kWh 

Morocco: 

Wind: 4 ¢/kWh 

Egypt: 

Wind: 4 ¢/kWh 

Chili: 
Solar: 2.91 ¢/kWh 

UAE: 
Solar: 2.9 
¢/kWh 

UAE: 
Solar: 2.42 
¢/kWh 

エネルギー転換：下がり続ける自然エネルギー価格
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エネルギー転換：太陽光発電

世界の太陽光発電導入量（年、トータル）
2015年末合計：約2億3千万kW 
2015年の導入量：約51百万kW 
※うち中国約15.2百万、日本12百万

2015年末合計：約35.4百万kW 
今年は減速が予測される

日本の太陽光導入量世界規模では、2014年・2015年と50GW規模
の導入が続いている。2016年には70GWに近
い導入が期待され、3億kWを超すと予測され
ている。



エネルギー転換：風力発電
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2015年末合計：約4億3千万kW 
2015年の導入量：約64百万kW 
※うち中国約30百万、日本0.24百万

世界の風力発電導入量（年、トータル）
432.9GW



主要太陽光導入国 2015 (GW・百万kW)
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エネルギー転換：太陽光発電
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エネルギー転換：風力発電
主要風力導入国 2015 (GW・百万kW)



source: 自然エネルギー財団  http://jref.or.jp/en/statistics/annual.php  
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エネルギー転換：日本の自然エネルギー



source: 自然エネルギー財団  

自然エネルギーが20％を超えた

エネルギー転換：日本の自然エネルギー



自然エネルギーが20％を超えた

エネルギー転換：日本の自然エネルギー



市民による自然エネルギー開発



エネルギー転換：二酸化炭素排出量
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source:		Kyushu	Electric,	July	2016

2016年5月4日　九州電力管内
エネルギー転換：障壁・電力会社の系統調整



エネルギー転換：電力システム改革
電力システム改革について進行中の議論

議論の場 論点 議論の方向性

経済産業省 
東京電力改革・1F問題委員会 

（東電問題委員会）

福島事故炉の事故処理費用　4兆円？ 東電の託送料金に上乗せ？

福島事故炉の賠償・除染費用　13兆円？
東電＋大手電力会社＋新電力の
託送料金に上乗せ？

経済産業省 
総合資源エネルギー
調査会　 
基本政策分科会 
「電力システム改革
貫徹のための政策小
委員会」

財務会計
WG

東電委員会で議論される事故処理コスト、除
染・賠償コストの負担のあり方

上記整理のとおり

60年以下の計画外廃炉原発の廃炉コストの会
計処理　1.3兆円？ 

東電＋大手電力会社＋新電力の
託送料金に上乗せ？

市場整備
WG

容量市場：化石燃料発電に対し、発電してい
ない時もkWベースで補助

既存の石炭などの火力発電所に
も金銭的補助？

 ベースロード電源市場：対象は原子力、石
炭、水力など

原子力や石炭を優先的に取引？

 非化石燃料価値市場：原子力、自然エネル
ギー、水力など

原子力の放射性廃棄物や事故な
どの問題点を考慮せず取引？

内閣府 原子力委員会 
原子力損害賠償制度専門部会 原子力事業者の賠償責任について

無限責任でいったん合意 
（2016年11月16日）

出典：報道、審議会資料等をもとに、自然エネルギー財団で作成
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